
初期値 目標値

H28年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R3年度

75% 73% 74% 75% 76% 76% 79%

－ － － － －

初期値 目標値

H28年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R3年度

68% 62% 64% 68% 71% 75% 90%

－ － － － －

初期値 目標値

H24年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

96% 96% 97% 98% 集計中 集計中 100%

－ － － － －

初期値 目標値

H28年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R3年度

80団体 48団体 67団体 80団体 104団体 114団体 138団体

－ － － － －

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度

11,767 12,712 11,779 11,863

120 170 232 -

1,187 3,464 4,659 -

13,074 16,346 16,670 11,863
<0> <0> <0> <0>

9,598 11,679

3,464 4,659
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学識経験を有する者の知
見の活用

国土交通省政策評価会（令和元年6月28日）

担当部局名
水管理・国土保全局
水資源部

作成責任者名
水資源政策課
（課長　西口 学）

政策評価実施時期 令和元年8月

翌年度繰越額（百万円）

不用額（百万円）

前年度繰越等（c）

合計（a＋b＋c）

執行額（百万円）

年度ごとの目標値

施策の予算額・執行額等
【参考】

区分 R2年度要求額

予算の
状況

（百万円）

当初予算（a）

補正予算（b）

年度ごとの目標値

参考指標

参6　地盤沈下を抑制するため
の地下水採取目標量の達成割
合

実績値
評価

年度ごとの目標値

参7　国際会議等において水に
関するプレゼンテーション等を
行った日本企業等の団体数

実績値
評価

業績指標

20　多様な水源（開発水、雨
水、再生水等）による都市用水
の供給安定度（*）

実績値
評価

A
年度ごとの目標値

21　水源地域整備計画に基づ
く社会基盤整備事業の完了割
合

実績値
評価

A

評価結果

目標達成度合いの
測定結果

　（各行政機関共通区分）

②目標達成

　（判断根拠）

業績指標20、21ともに目標を達成した。

施策の分析
　平成29・30年度は、多様な水源の確保による都市用水の供給安定度の向上を図
り、水資源の確保の推進に寄与した。また、水源地域における社会基盤整備事業
も進捗が図られており、水源地域の活性化に寄与している。

次期目標等への
反映の方向性

　今後とも、安全・安心な水資源の確保や水源地域の活性化等のための諸施策を
着実に実施する。主要業績指標である業績指標20についてはこれまでの指標を継
続し、次期目標年度及び目標値を令和3年度に約79%として設定する。業績指標21
についてもこれまでの指標を継続し、次期目標年度及び目標値を令和3年度に約
90%として設定する。

施策目標個票
（国土交通省30－⑥）

施策目標 水資源の確保、水源地域活性化等を推進する

施策目標の概要及び
達成すべき目標

安全・安心な水資源の確保を図るため、安定的な水利用の確保、健全な水循環系の構築、世界的な水資源問題へ
の対応、水源地域の保全・活性化等の総合的な水資源政策を推進する。



業績指標２０ 

 多様な水源（開発水、雨水、再生水等）による都市用水の供給安定度（*） 

 

 

（指標の定義） 

 全国における都市用水の使用量を分母、多様な水源による安定供給量を分子とし、水資源開発施設等による開発 

水のほか雨水・再生水等の管理しやすい水源によって担保された安定供給量の割合を指標とする。（単位：％） 

（目標設定の考え方・根拠） 

 近年の我が国における年間降水量の変動の幅が大きくなるとともに経年的な減少傾向がみられる。このため、 

国民生活や産業活動への安定した水供給を図るには、少雨の年にも安定的に利用できる多様な水源の確保等を推 

進していく必要がある。 

  このような観点から本指標では数値を把握しやすく、住民の生活や産業活動への影響が大きい都市用水に焦点 

を当てることとし、都市用水（生活用水及び工業用水）の使用量に対して、開発水を始めとして、雨水・再生水 

等の管理しやすい水源によって担保された供給量の割合を「供給安定度」とする指標を設けるものである。 

  目標値は、Ｈ２４年からの過去５年間の都市用水の開発水量や雨水・再生水の利用拡大等の傾向を基にして、 

目標年次であるＲ３年度における値を推定している。 

（外部要因） 

水資源開発施設整備の進捗や雨水・再生水の利用促進等 

（他の関係主体） 

 厚生労働省、経済産業省、地方公共団体 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

   水資源開発基本計画（利根川・荒川水系（平成 20 年 7月 4日）、豊川水系（平成 18 年 2月 17 日）、木曽川水 

系（平成 16 年 6月 15 日）、淀川水系（平成 21 年 4月 17 日）、吉野川水系（平成 31 年 4月 19 日）、筑後川水系 

（平成 17 年 4月 15 日））、水循環基本計画（平成 27 年 7月 10 日）、国土形成計画（平成 27 年 8月 14 日）、気候 

変動適応計画（平成 30 年 11 月 27 日） 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

７３％ ７４％ ７５％ ７６％ ７６％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：約７９％（令和３年度） 

実績値： ７６％（平成２９年度） 

７６％（平成３０年度） 

初期値： ７５％（平成２８年度） 



主な事務事業等の概要 

① 大規模自然災害等の発生時における水利調整方策等検討経費 

大規模自然災害等の発生時において、安定した水供給と水利秩序を確保するため、水利使用の調整が機能不全とな

る事態を回避し、より円滑かつ迅速な水利使用の調整を図り、許可等ができるよう河川管理者の指示による水利使用

の調整及び特例に係る制度設計に向けた調査・検討を行う。  

予算額０．０４億円（平成２９年度）  

      － 億円（平成３０年度）  

② 水資源開発事業 

水資源の開発又は利用のための施設の改築等及び水資源開発施設等の管理等を行うことにより、産業の発展及び人

口の集中に伴い用水を必要とする地域（三大都市圏、四国及び北部九州）に対する水の安定的な供給の確保を図る。 

水資源開発基本計画に位置づけられた水資源開発施設の建設や既存施設の有効活用等の多様な施策について調

査・検討を行い、水資源の総合的な開発と利用の合理化を促進する。 

予算額１２５．４０億円（平成２９年度）  

１１８．５６億円（平成３０年度）  

③ 水資源の現状把握等に要する経費 

全国の水需給動態を把握するため、都市用水（生活用水、工業用水）の水源別使用量、ダム等水資源開発施設、河

川水供給可能量、渇水・災害・事故等による影響等について調査し、整理・分析を行う。 

調査結果は、その動向が把握できるよう、用途別、地域別に取りまとめる。  

予算額０．１９億円（平成２９年度）  

０．１６億円（平成３０年度）  

④ 水資源の有効利用等の推進に関する調査経費 

雨水・再生水利用の普及促進には、平常時のみならず渇水や大地震が発生した際に水利用の安定性を確保するため、

利用実態等を踏まえた代替水源の確保が必要であることから、導入事例や条例等の普及促進施策に関する情報の共有

化を図るなど、産・官・学・民が連携して取り組む。 

また、節水を促進するため、節水機器の現況把握、節水機器の普及方策、節水に関わる制度の検討等を行うととも

に、その削減した水を CO2 削減や環境改善等の新たな用途等へ利用（弾力的水利用）することについて検討を行う。  

予算額０．３０億円（平成２９年度）  

０．２３億円（平成３０年度）  

⑤ 気候変動への適応策検討経費 

気候変動による深刻な渇水の出現を予測するとともに、水資源への影響要因等を分析し、気候変動による水資源へ

の影響を科学的に分析・検証し、気候変動が水資源に与える影響及びリスクの評価を行う。 

降雨状況等を設定し、流域や地域の特性に応じた、渇水の進展に伴う影響項目とその状況を想定し、その想定を踏

まえた渇水対応タイムラインの作成を促進する。被害や影響が最小となるよう、需要側、供給側の予防、対応、措置

の検討を行う。対策は、流域を基本単位としつつ、広域的な連携・調整・応援など事前予防措置や応急対策が適切に

とられるようにハード対策・ソフト対策を組み合わせ、水供給の全体システムでの対応について検討する。 

予算額０．１３億円（平成２９年度） 

  － 億円（平成３０年度） 

⑥ 渇水リスク評価手法の検討経費 

 水資源開発施設の整備状況、広域ネットワークの整備状況、流域の水資源量に対する水需要量、代替水源の有無、

インフラの老朽化対策、気候変動の水資源への影響等を指標とし、各地域の渇水リスクを総合的に評価する手法を検

討する。 

地域でリスク情報を共有し、関係機関がとるべき渇水対策を整理し、見える化することで被害を最小化する渇水対

応タイムラインの作成を促進する。 

予算額  － 億円（平成２９年度） 

０．０８億円（平成３０年度） 

 



測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成３０年度の実績値は開発水、雨水・再生水等の水源による供給量１９７．２（億 m3/年）／都市用水 

（生活用水及び工業用水）の使用量２５８．８（億 m3/年）＝約７６％（平成２８年度使用量）となった。 

小数点以下を切り上げて指標を表示しているため、実績値が前年度と同値となっているが、前年度と比べ、供

給量は増、使用量は減となっており、小数点第一位まで求めてみれば、実績値は７６．０点から７６．２点に増

加している。平成２９年度以降、現在建設中である八ッ場ダムの完成により、開発水供給量の増加に伴う安定供

給量の増加が見込まれる。また、水資源の有効利用について関係者が連携した取組を引き続き進めることとして

いるため、令和３年度には７９％に到達すると見込まれる。 

（事務事業等の実施状況） 

平成３０年度には、約１１８億円をもって、水資源の開発又は利用のための施設の改築等及び水資源開発施

設等の管理等を行った。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

平成３０年度の実績値は約７６％（平成２８年度使用量）となり、平成２９年度以降開発水供給量の増加が見込

まれ、さらなる指標の改善が見込まれる。令和３年度には目標値に到達すると考え、Ａと評価した。 

水資源開発施設の完成等により、都市用水が開発され、安定した水供給に寄与しており、これまでの施策が有効

に機能してきていると評価できる。一方、無降水日数の増加や積雪量の減少による渇水の増加が予測されているこ

とから、引き続き水供給の安定性確保のための施策、水の有効利用の推進などを行っていく必要がある。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 水管理・国土保全局 水資源部 水資源計画課（課長 若林 伸幸） 

関係課： 水管理・国土保全局 水資源部 水資源政策課（課長 西口 学） 

 



業績指標２１ 

 水源地域整備計画に基づく社会基盤整備事業の完了割合 

 

 

（指標の定義） 

水源地域対策特別措置法に基づく水源地域整備計画（３４ダム）に位置づけられた事業の総数を分母とし、その 

うち完了した事業数を分子とした割合を指標とする。（単位：％） 

（目標設定の考え方・根拠） 

 水資源を安定的に確保するためには、水資源開発施設の整備を促進するほか、水源地域における関係住民の生活 

の安定と地域社会の活性化を図り、水源地域の機能が適切に保全されることが必要である。 

 このため、ダム建設により著しい影響を受ける水源地域では、水源地域整備計画に基づき地方公共団体が道路整 

備等の社会基盤整備を行うものであり、その着実な進捗を示す指標として整備事業の完了割合を設定する。 

目標値は目標年度である令和３年度の完了予定事業数より設定する。 

（外部要因） 

ダム事業の進捗状況、地域の経済・社会状況の変化 

（他の関係主体） 

 地方公共団体（事業主体） 

（重要政策） 

 【施政方針】 

  なし 

 【閣議決定】 

  なし 

 【閣決（重点）】 

  なし 

 【その他】 

  なし 

 

 

過去の実績値 （年度） 

Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

６２％ ６４％ ６８％ ７１％ ７５％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主な事務事業等の概要 

水特法に関する施行事務を適切に行うとともに、水源地域の活性化手法について調査する。 

また、水源地域における地域づくり活動の担い手の活動を高め、自発的・持続的な水源地域振興を図るため、各地

域の活動主体やその支援に関わる専門家等が連携し、緊密な関係の中で問題解決を図れるように、様々な情報・知見・

人材を共有する全国レベルの「情報共有の場」(水源地域支援ネットワーク)の構築を支援する。 

予算額：０．０８億円（平成２９年度）  

０．０８億円（平成３０年度） 

評 価 

 

Ａ 

 

目標値：約９０％（令和３年度） 

実績値： ７１％（平成２９年度） 

７５％（平成３０年度） 

初期値： ６８％（平成２８年度） 



測定・評価結果 

目標の達成状況に関する分析 

（指標の動向） 

平成３０年度の実績値は水源地域整備計画に位置づけられた事業のうち完了した事業数６４９事業／同計画

に位置づけられた事業の総数８６２事業＝７５％であるが、令和３年度までに現在事業を実施している５８事

業が完了予定であることに加え、令和３年度までに完成予定の５ダムにおいて実施中の６８事業がダム完成に

伴い完了予定であるため、令和３年度には完了事業数７７５事業／計画事業総数８６２事業＝８９．９％とな

り、約９０％の目標値に到達すると見込まれるため、順調である。 

（事務事業等の実施状況） 

整備事業の進捗については、定期的に関係地方公共団体からヒアリングを行って、個々の整備事業の進捗状況 

や課題等の把握に努めているほか、水源地域対策特別措置法第７条（協力）、第１１条（国の財政上及び金融上 

の援助）に基づき水源地域対策の適正かつ円滑な進捗を図るため、関係省庁により構成される水源地域対策連絡 

協議会等を通じて課題の共有を図るとともに、課題解決に努めている。 

 

課題の特定と今後の取組みの方向性 

平成３０年度の実績値は７５％であるが、令和３年度までに完成予定のダムが５ダム、それに伴い完了する６８

事業を含む１２６事業が完了する見込みであり、目標値も到達すると見込まれたため、Ａと評価した。 

事業主体である関係地方公共団体へ適切な支援が行われるよう、引き続き水源地域対策連絡協議会等を通じて情

報共有を図るとともに、必要に応じて関係省庁との調整に努める。 

 

担当課等（担当課長名等） 

担当課： 水管理・国土保全局 水資源部 水資源政策課（課長 西口 学） 

 


